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1．はじめに
地域データを利用した分析は，社会科学における実証研究には欠かせな
い手法である。必要とされる統計データは，国・地方ブロック・都市圏と
いったマクロレベルから，都道府県単位や市区町村単位，より詳細な町丁
目や街区といったミクロレベルのものまで多様である。分析の目的や求め
られる精度によって採用されるデータは異なってくるが，多くの場合，デー
タが時系列で揃っていることが重要である。
都道府県レベルの場合は，一部の例外を除いて，境界は一定と考えられ
るので，公開されている主要統計の都道府県集計を過去数十年に遡って準
備することはさほど困難ではない。しかしながら，市区町村レベルの場合
は，合併などの要因で境界は変動しているので，都道府県レベルに比べる
と，統計値をそのまま使うには，分析対象の時期に制約がかかるのが通例
である。また，国勢調査のような大規模な統計調査では，調査時期の間隔
そのものが5年という制約があるため，他の統計調査と組み合わせて使用
する際に，調査時期のずれを補正して利用する必要がある。
本稿では，こうした地域データを扱う場合の時間・空間のずれの補間・
補正の方法を検討し，その特徴や限界について考察を加えることを目的と
する。以下，地域データと地理情報の現状について概観し，時系列補間や
空間的補正に関する既存研究を整理する。それらの知見を踏まえつつ，時
間・空間双方のずれの補間・補正方法について提示し，具体的な適用例を
示し，全体のまとめを行う。
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2．地域データと地理情報
2．1．地域データ
地域の状況を表すデータ（以下，単に地域データとする）は，国内にお
いては総務省統計局をはじめとした官公庁で整備・提供されている。当初
は印刷物による公開だけであったが，コンピュータの普及に伴い磁気テー
プ等による電子データの提供が始まり，インターネット利用の一般化に
伴って，それまで省庁ごとに行われていたデータ提供を，2008年に省庁横
断型の「政府統計の総合窓口」（e-Stat）として一本化し，多くのデータが
オンラインでダウンロード可能となっている。地方自治体においても，持
つことが一般化したホームページから，より詳細な人口データなどがオン
ライン提供されていることも珍しくなくなっている。
こうした流れは，税金を投じて行われる統計調査は，広く国民の共有物
であるという考え方が浸透してきたという側面もある。また，公的機関に
よる地域データの公開は，さまざまな施策の根拠となる分析結果の第三者
による検証を可能にするという点で重要である。
2．2．地理情報
地理情報については，1974年に始まった国土地理院の数値地図情報の整
備が2012年現在まで維持管理され継続的に提供されている。特に，イン
ターネットを利用したオンラインによる無償のデータ提供サービスが2001
年4月に始まり，2012年12月現在では表1に示すような情報が提供されて
いる。
提供されるデータは，データ化の形式によって，ベクトルデータ（点・線・
面の図形要素に属性情報を付加したもの），メッシュデータ（空間を定め
られた大きさに分割した区画ごとに集約・集計した属性情報から成るもの）
の2種類に大別される。それぞれのデータが持つ座標値によって，複数の
データを重ね合わせることが可能であり，GIS（地理情報システム）を用
いることで，幾何学的な演算も可能である。
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表1　国土数値情報ダウンロードサービスにおけるデータ項目一覧
2．3．地域データと地理情報
ところで，社会経済の事象を扱う上で最も重要なのは，経済活動の主体
である家計・企業などであるが，その基礎的な情報は，国勢調査や事業所・
企業統計調査などによって得ることになる。これらの統計については，都
道府県や市町村レベルでの集計表のほか，地域メッシュ統計の形での提供
も行われている。さらに，小地域集計についても，「統計GISプラザ」の
名称でのインターネットによる提供が2004年1月に始まり，2008年4月に
は前出の「政府統計の窓口」（総務省統計局が中心となって開発した政府
統計共同利用システム，現在は，独立行政法人統計センターが管理運用）
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三大都市圏計画区域，都市地域，自然公園地域，自然保全地域，
農業地域，森林地域，鳥獣保護区，人口集中地区，過疎地域，
半島振興対策実施地域，離島振興対策実施地域，奄美群島，小
笠原諸島，豪雪地帯，特殊土壌地帯，振興山村，特定農山村地
域，土砂災害危険箇所，小学校区，世界自然遺産，用途地域
竜巻等の突風，標高・傾斜度3次メッシュ，標高・傾斜度4次
メッシュ，標高・傾斜度5次メッシュ，土砂災害・雪崩メッシュ，
平年値メッシュ
行政区域，海岸線，湖沼，河川，鉄道，鉄道時系列，空港，空
港時系列，港湾，高速道路時系列，バスルート，道路密度・道
路延長メッシュ，流域メッシュ
公共施設，発電所，ダム，バス停留所，燃料給油所，市町村役
場等及び公的集会施設，医療機関，観光資源，福祉施設，都市
公園，宿泊容量メッシュ
交通流動量 パーソントリップ発生・集中量，交通流動量 パー
ソントリップOD量，交通流動量 駅別乗降数，交通流動量 貨物・
旅客地域流動量，港湾間流通量・海上経路，空港間流通量
地価公示，都道府県地価調査，工業用地，土地利用3次メッシュ，
土地利用細分メッシュ
漁港
指 定 地 域
自 然
国 土 骨 格
施 設
産 業 統 計
土 地 関 連
沿 岸 域
分　類 デ ー タ 項 目
国土数値情報ダウンロードサービス（http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/）に掲載さ
れているデータ項目から作成（2012年12月現在）。ただし，旧フォーマット（国
土数値情報統一フォーマット）による提供項目については割愛した。
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へ統合された後，継続的に提供されている。2012年12月現在では表2に示
すような情報が提供されており，いずれも，統計表と組み合わせて利用可
能な地理情報（境界データ）が同時にダウンロード可能となっている。こ
のため，統計表の数値や分析結果を地図という形で視覚化できるほか，数
値地図情報と組み合わせることで，地理情報そのものの特性（位置情報，
面積，長さなど）を利用したさまざまな分析が定着している（大友（1997），
砂土原ら（2005），高橋ら（2005），川崎・吉田（2006）など）。
表2　「地図で見る統計（統計GIS）」における統計表一覧
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農山村地域調査
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総農家等
農業経営体
農山村地域調査
農林業経営体
販売農家
農林業センサス
「政府統計の総合窓口」（http://www.e-stat.go.jp/）の「地図で見る統計（統
計GIS）」に掲載されているデータ項目から作成（2012年12月現在）。ただし，
「データダウンロード」からダウンロード可能な調査名のみを掲載し，利用可
能な統計表の詳細については割愛した。
国勢調査
事業所・企業統計調査
統計調査 調査年 集計単位
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このように，地理情報を伴った地域データの入手は，従前に比べると容
易であるので，提供されているデータを単独で利用する限り問題は少ない。
問題が発生するのは，同種のデータを使った時系列分析や異種のデータと
組み合わせて利用する場合である。
3．時系列データの補間
データの特性や観測の条件によってさまざまであるが，時系列データに
何らかの原因で生じた欠損値を補ったり，分析の都合上，観測されていな
い時点のデータが必要であったりする場合には，補間を行うことがある。
時系列データの補間（内挿）については，社会経済データに限らず，多
くの研究がなされている（北川（2003），千葉・松葉（2005），辰巳・松葉
（2008）など）。また，補外（外挿）による予測・将来推計の方法も多くの
研究がなされており，手法の類似性から両者を区別することなく扱う場合
があるが，ここでは，補間のみを考察の対象とする。
補間の基本的な考え方は，データの性質に応じた変化を，時間に関する
線形または非線形の関数に当てはめ，その特性を示すパラメータを実測値
から推計し，必要な時点の補間値を推定することである。すなわち，観測
値 y の変動を時間 t の関数 y＝ f (t) として表し，回帰分析によりパラメー
タを決定する。関数形の違いから，近傍補間（0次補間），線形補間（1次
補間），キュービック補間，ランダム補間，ラグランジェ補間，スプライン
補間，Sinc関数，ランツォシュ補間などに分類される（辰巳・松葉（2008））。
これらの関数形は，データを暗に連続量として捉えているが，実際には
データが離散量であったり，場合によっては質的情報であったりする。た
とえば，人口や世帯は本質的には整数値であるので離散量であり，土地利
用種別や用途地域指定は質的情報である。
また，時間方向に十分なサンプル数を持つ場合には，上述の補間法のい
ずれも適用可能であるが，調査間隔が粗いなどの理由で，時間方向に十分
なサンプル数が得られない場合がある。たとえば，国勢調査は5年周期で
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実施されるが，実施年以外の時点における値を得たい場合などである。
補間したい対象が地域の詳細データの場合，往々にして調査規模の大き
さに由来する調査間隔の粗さから，時系列として最小の2時点しか実測値
が得られない場合も考えられる。そのような場合には，近傍補間（直近の
値で代用）か線形補間（変化量が一定と仮定して時間軸で按分）のいずれ
かを用いることがほとんどであろう。
しかしながら，データの性質によっては，変化率が時間とともに変化す
るとみなす方が自然な場合がある。たとえば，理論的にデータの取りうる
下界や上界が存在する時，変化量や変化率が一定という仮定では都合が悪
い。こうした場合には，関数形としては指数関数，対数関数やゴンペルツ
関数（下界または上界のみが存在する場合），ロジスティック関数（下界
と上界の双方が存在する場合）などが用いられるが，決定するべきパラメー
タ数が3以上のような場合，2時点のデータでは決定不能（パラメータが
不定）となることから，工夫が必要となる。
たとえば，人口密度の変化は，地域の成熟度によって変化率が異なると
考えるのが自然である。基準年が同じであっても，成長段階にある地域で
は人口流入によって変化は大きく現れ，ほとんど人口移動がない地域では
変化は自然移動によるわずかな変化しか現れないであろう。過疎地域では，
人口流出により負の変化を示すかも知れない。このようなことを考え合わ
せると，たとえば，古藤（1994）のように，変化曲線を陽に与えるのでは
なく，微分方程式の形で記述する手法がより適切であると考えられる。古
藤（1994）は，分析の枠組みとして，地域間で共通なパラメータと各地域
固有のパラメータに分けて定義した時系列関数族を用いることを提案して
いる。地域ごとにパラメータを求める従来の分析と異なり，複数地域の変
化の共通パラメータを関数の中に織り込むことで，時点不足の解消や地域
比較に新しい視点が盛り込めることが示唆されている。
最後に指摘しておくべきは，詳細レベルでの地域データでは，観測値の
絶対値が小さくなりがちな点である。たとえば，後述する国勢調査の小地
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域データでは，地域の区分によっては人口が数名程度のオーダーであるこ
ともしばしばであり，数値処理上の工夫や近似処理に注意が必要となるか
らである。
4．地理情報の空間的補正
地域の空間的特性を数値化して客観的指標として使うことは有用な分析
手法であり，また，分析結果を地図で示すことは地域の将来像を視覚的に
示すことができるという点で有用な表現手法である。1992年の都市計画法
の改正により，市町村においてもマスタープランを策定する必要が生じて
おり，地域特性の詳細な分析結果や将来像を地図上に表現することがすで
に求められている。2節で述べたように，現在では必要な地理情報は入手
が容易になっており，各種の分析にも利用されている。
地理情報を単独で利用する場合には問題がなくとも，複数の地理情報を
組み合わせて使用する際には，データ形式の違いや測量・測定の精度など
に起因する空間的なずれといった実務上の問題が生じる。
地理情報のデータ形式は，大きくメッシュデータとベクトルデータに分
けられるが，メッシュデータどうしの場合，そのサイズや切り出しの基準
点が同じであれば空間的ずれは無いものとして扱うことができる。たとえ
ば，国土数値情報のメッシュデータは，「標準地域メッシュ」に基づいて
作成されており，第1次地域区画（1度ごとの経線，2/3度（40分）ごとの
緯線によって分割されたメッシュ）を基準に，第2次地域区画（第1次地
域区画の縦横をそれぞれ8等分），第3次地域区画（第2次地域区画の縦横
をそれぞれ10等分）が定められている（建設省国土地理院（1998））。これ
に対して，自治体などが独自に作成したメッシュデータの場合には，サン
プリングの方法やサイズが異なる場合，属性データを統合する際に慎重さ
が必要となる（坂口ら（1990），坂口ら（1991））。
その他の組み合わせ（メッシュデータとベクトルデータ，ベクトルデー
タどうし）においては，空間的なずれを前提とした対応が必要である。た
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とえば，行政界などの地域境界を示す地理情報は，作成主体の違いなどに
よって，本来同じ境界であるべきものが異なっていることがしばしば起
こる。また，種類の異なる領域を重ねあわせて使用する場合にも，データ
作成時の精度やベースとなっている地形図などの縮尺の違いなどが原因と
なって，同様の問題が生じる。
さらに，複数の時点間でのデータ利用には，境界そのものの変化も無視
できない場合がある。たとえば，時点の異なる小地域データ（たとえば町
丁目単位のデータ）を考えると，小地域が前後で分割あるいは併合されて
いることがある。また，小地域そのものには変化がなくても，地番表記か
ら住居表記への移行などによって名称の変更が発生する場合もあり，名称
のみがその小地域の識別情報であるような場合には，時点間での対応関係
の確認を慎重に行わなくてはならない。
なお，ベクトル形式の面データを用いた領域分割図の不一致がもたらす
分析結果への影響は，領域の隣接関係に注目している場合は無視できない。
この場合の対処については，増山ら（2000）が，作成主体の異なる2つの
領域分割図の適合度の評価を，隣接関係の相違や境界線の質的相違から行
い，2つの領域分割図の不一致を解消する一連の手法を提案している。
しかしながら，属性データの統合・配分が目的である場合においては，
一致性を，交差する部分領域の面積割合で判断することで，実用上は問題
が少ないと思われる。こうした領域データの組み合わせ機能は，GISの基
本機能であり，領域の交差部分の抽出機能（Intersect，論理積に相当）や，
交差・非交差部分への分解機能（Union，論理和に相当）を用いて行うこ
とができる。
図 1に仮想的なデータ A と B から Union 機能によって交差・非交差部
分に分割された例を示す。この時，各部分領域 U i（ iは部分領域の ID）
には，元データの領域を識別する ID が割り振られる。これらをそれぞれ
a i ，bi で表記することとし，各部分領域の面積をGISの機能で求めたもの
を Si とする。各部分領域の一致度 Mi を次式で定義する。
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この一致度が一定の閾値（たとえば90%）以上であれば，その部分領域
に対応するデータ A の領域（ ID が ai に一致する領域）とデータBの領域
（IDが bi に一致する領域）は，同一視できる領域として扱う。
一致度が所定の閾値を満足しない場合は，属性データの領域内における
分布（密度）が均一（一様分布）であることを仮定して，部分領域の面積
によって属性データを按分して利用するのが一般的であろう。上と同等の
記号を用いて示すと，部分領域 U i にデータ A の属性データを按分するた
めの重み　 は次のように表すことができる。
　　　　　　　　　　　ただし
　 は，対応するデータBの領域が存在しない（bi ＝0となる）領域に
ついては考慮しないことを示しているが，これは，属性データを部分領域
のいずれかに必ず配分させるための条件である。実際の計算では，あら
かじめ a i ＝0 または bi＝0 となる部分領域を除外したもの，すなわち，
Intersect 機能で得た部分領域を用いれば，場合分けの手間は不要である。
なお，一様分布を仮定することが適当でない場合には，それを補うため
の手段が必要である。たとえば，按分される属性データが人口である場合，
土地利用や地域指定（用途地域・指定建蔽率・指定容積率など）などの情
報を補間情報として利用することが考えられる。その際，領域は細分化さ
れていることが前提であるから，補間情報として用いるデータは，元の属
性データよりも詳細な（精度の高い）空間サイズでデータ化されている必
要があることは明らかであろう。また，特に，地域指定は規制情報であっ
て実態に合っている保証はないので，その限界も踏まえて利用しなければ
ならない。その他の属性データの場合も，同様の注意を払いながら補間情
報を選ぶ必要があることを指摘しておくにとどめておく。
ただし
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図1　Union 機能による部分領域の生成例
5．時間・空間にわたる補間方法の検討
前節までの検討で，時系列の補間，空間的ずれの補正については，それ
ぞれに知見・技法が蓄積されていることは示された。しかしながら，規模
の大きな統計調査の小サイズの空間データを利用する場合，時系列補間お
よび空間的補正は，調査間隔の粗さや空間的サイズの小ささゆえに，分析
者独自の工夫やある種の妥協によって行われているのが実情といえるであ
ろう。そのため，補間後のデータ精度の検証などが十分に行われないまま
に用いられていることが予想される。
元データA 元データB
Union 機能で得られた部分領域 U
2 2
U2{2,2}
S2=25
U1{1,2}
S1=20
U5{3,3}
S6=20
1 1
3
3
{ } 内は，元データAの領域 ID
と B の領域 I D の対。0は対応
なしを意味する。
U3{0,2}
S3=5
U4{1,3}
S4=5
U6{3,0}
S6=5
横浜市立大学論叢社会科学系列　2013：Vol.64 No.2
33
図2に，地理情報を伴う2種類の仮想データ（AとB）を統合的に利用
するための手順を示す。データAについては，2時点のデータ（たとえば，
2000年および2005年）があるものの，両時点間では地域区分が一部異なっ
ている。一方のデータBは，データAにおける地域区分とはまったく別の
区分けがされているものとし，調査時点もデータAとは食い違っている
（たとえば2002年）ものとしている。このような場合に，より時点の近い
2000年のデータAと2002年のデータBを空間的に統合するということも
考えられるが，これは時系列データの 0 次補間（近傍補間）に他ならない。
2005年のデータAが存在していない時には，この方法が唯一の手段であり，
実務上は頻繁に使用されていると推測される。
2005年のデータAが存在する場合には，2002年時点の値を補間で決定し
てから統合することが可能である。以下，手続きの流れを示す。
両時点のデータAをデータBの地域区分に合わせるため，GISのUnion
機能を用いて交差・非交差部分の部分領域に分解する。データAの属性値
データを年次ごとに面積によって部分領域に按分し，それをデータBの地
域区分に合わせて再集計すると，データBの地域区分に合わせたデータA
が2時点分得られる。このデータは空間的にはデータBに一致しているの
で，領域のずれを考慮することなく時系列補間することで，2002年時点
のデータAが得られる。 このデータAと元のデータBを領域ごとに併合
（マージ）することで，2002年時点の地域データとして統合できる。
以上の手続きのうち，空間的な加工・演算は，GISの持つ基本機能のみ
で実行できる。また，データの按分は，GISで得た面積と ID情報をフィー
ルド値に持つデータを書き出しておく必要はあるが，カテゴリ別集計機能
と四則演算機能を持つソフトウェアであれば，一般に利用されている表計
算ソフトでも十分実行可能である。実際，6節で行う国勢調査データへの
適用例では，GISとしてArcMap（米国ESRI社製）を使用し，データの按
分にはオープンソースのR言語を用いているものの，本質的には表計算ソ
フトでも実行可能である。
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図2　時間・空間にずれを持つ地域データの補正・補間利用の流れ
データA（2005年）データB（2002年）
各部分領域のデータAに対する面積割
合を計測し，データAを各部分領域に
按分する。
データBの境界に合わせて再集計しつ
つ統合する。
データBの領域ごとにデータAを時系列補間する。
時系列補間で得
られたデータA
（2002年）
時系列補間
データBの境界に合わせた
データA（2000年）
データBの境界に合わせた
データA（2005年）
空間的補正
データA（2000年）
Union Union
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6．国勢調査小地域データへの適用例
6．1．適用の目的
ここまでの考察を踏まえて，実際のデータに適用してみる。行政区域よ
りも詳細な地域データの優位性を示すとともに，本稿で提示した一致度の
有用性，面積割合による按分方法の属性データに与える影響を見ることを
主な目的とする。
6．2．対象地域と使用データ
地域は横浜市立大学の所在地である横浜市金沢区とした。データは「統
計GIS」によって入手可能な国勢調査小地域データとし，複数時点間での
比較を行うため，2012年12月現在で利用可能な，2000年，2005年，2010
年の3時点についてそれぞれ入手可能なすべての項目についてダウンロー
ドして用意した。
データ項目の概要を表3に示すが，調査年によってはオンラインで公開
されていない項目が存在するので，補間が可能であるものは，共通に得ら
れる「男女別人口総数及び世帯数」「年齢別（5歳階級，4区分）・男女別人
口」「世帯人員別一般世帯数」などである。なお，共通に得られる項目であっ
ても「1世帯当たり人員」のように加算できない項目（標準化指標）は直
接の補間対象とはならない。また，「産業別（大分類）就業者数」については，
産業分類表がそれぞれの時点で異なっているので，あらかじめ分類を統合
した上で補間する必要がある。
国勢調査の小地域は，統計表上は一連の識別子で区分されており，現実
の町丁目におおむね対応しているが，同一の町丁目が複数の小地域に分割
されているものもあった。また，境界データには，水面部と陸上部が含ま
れているが，事実上データの存在しない水面部は処理の対象外とした。各
年度の小地域データをそのまま集計すると，表4のようになった。金沢区
全体では人口・世帯の増加率は減少傾向にあることが分かる。
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表3　「統計GIS」上の国勢調査・小地域集計のデータ項目
表4　小地域データから集計した横浜市金沢区の概況
6．3．空間的一致性の判定
小地域ごとの対応を確認するため，4節で述べた手順によって一致度を
各年度間（2000年と2005年，2005年と2010年）で求めた。一致度の閾値
による判定結果を比較するため，90%，95%，99%の3つのケースで判定
男女別人口総数及び世帯数
年齢別（5歳階級，4区分）・男女別人口
男女別総年齢
男女別平均年齢
世帯人員別一般世帯数
一般世帯人員
1世帯当たり人員
世帯の家族類型別一般世帯数
住居の種類・住宅の所有の関係別一般世帯数
1世帯当たり延べ面積
1人当たり延べ面積
総延べ面積
住宅の建て方別住宅に住む主世帯数
65歳以上親族のみの一般世帯数
産業別（大分類）就業者数
従業上の地位別就業者数
在学学校・未就学の種類別在学者数・未就学者数
世帯の経済構成別一般世帯数
職業別（大分類）就業者数
2000年
2005年
2010年
年度 小地域数 人口総数（人）
世帯総数
（世帯）
世帯増加率
（％）
人口増加率
（％）
94
102
102
205,439
210,658
209,274
77,301
83,852
86,773
―
2.54
▲0.66
―
8.47
3.48
◎
◎
◎
○
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
○
▽
◎
○
◎
◎
◎
◎
◎
△
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
×
▽
◎
×
◎
◎
◎
◎
×
×
◎
◎
◎
◎
◎
×
×
×
◎
×
▽
◎
×
×
×
調査年
統　　計　　表
2005年 2010年2000年
2012年12月現在の掲載内容による比較。記号の意味は下記のとおり。
◎：掲載があり，完全に対応する項目
○：掲載があるが，他年度との対応がない項目
△：掲載されていないが他の項目から計算可能な項目
▽：分類基準に違いがあるため，完全には対応しない項目
×：掲載のない項目
▲は負号を示す。
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を試みた。Union機能で得られた部分領域ごとの判定数と部分領域の面積
の構成割合は，表5および表6のとおりとなった。なお，国勢調査の小地
域に付与されている識別情報は年度間で共通のため，IDの一致性も判定基
準にも含めている。
これらの表からも分かるように，同一と判定される領域の数や面積割合
は，90%と95%では大きな差にはなっていないが，99%では，確実に減少
している。比較するデータが，たとえば作成主体が異なっているだけで，
本質的には完全に一致しなければならないデータであれば，閾値を上げて
厳密に判定し，不一致部分の境界データそのものの修正を行うべきかの判
断材料として利用できるであろう。今回のように，調査時点が異なるデー
タどうし場合には，境界の変化は半ば前提であるので，95%程度で実務上
は問題ないと言えよう。
閾値を95%とした場合の判定結果を元に，不一致部分を図示すると，図
3の右側のような結果となった。同図の左側は各年度の境界データを示し
たものであるが，視認では困難な不一致部分の検出が確実に行われている。
2000年と2005年の間では，この間に住居表示が施行された地域での不一
致部分が集中している。2005年と2010年の間では，すべての小地域が同
一視できると判定されているものの，元の面積が大きい地域での不一致部
分が強調されてしまう結果となり，若干の違和感は否めない。閾値の吟味
には，元データの領域面積の考慮も必要となるであろう。
表5　国勢調査小地域の一致性判定（部分領域数）
部分領域数
判定
閾値未満で ID不一致
閾値未満で IDは一致
閾値以上で IDも一致
計
2000年と2005年
閾値
90%
418
3
89
510
90%
71
0
102
173
95%
418
4
88
510
95%
71
0
102
173
99%
418
15
77
510
99%
71
6
96
173
2005年と2010年
閾値
2000年の小地域数94，2005年の小地域数102，2010年の小地域数102
坂口　時間・空間のずれを持つ詳細地域データの補間方法について
38
表6　国勢調査小地域の一致性判定（部分領域の面積割合）
6．4．小地域の属性データの分析
前項の結果から，一致度の閾値を95%とした場合，3時点で同一視でき
る小地域は88得られたこととなるので，これらの小地域においては属性
データをそのまま利用した分析が可能となる。紙面の都合により6.2であ
げた項目の中から，最も基本的な地域指標である人口総数・総世帯数のみ
を取り上げる。
小地域ごとの変化を線分表示したものを， 図4（人口総数）および図5
（総世帯数）に示す。これらを観察すると，金沢区全体の変化（表4）だけ
では見落としてしまう地域像が浮かび上がる。第1に，人口総数・総世帯
数ともに急増している地域（大川，能
のうけんだい
見台四丁目）の存在が明確に示され
ていること，第2に，人口の減少はそもそも大規模で古い住宅地である特
定地域（並木一丁目・二丁目，柴町など）において顕著であること，第3に，
人口減少が顕著な地域における総世帯数の変化はむしろ増加傾向にあり世
帯規模の減少が顕著であること，である。第3の点は，実際に，当該地域
の1人・2人世帯数の増加，4・5人世帯数の減少によって数値的にも確認
できる。
部分領域面積の比率
判定
閾値未満で ID不一致
閾値未満で IDは一致
閾値以上で IDも一致
計
2000年と2005年
閾値
90%
7.1%
2.4%
90.5%
100.0%
95%
7.1%
2.7%
90.2%
100.0%
99%
7.1%
11.2%
81.7%
100.0%
90%
0.4%
0.0%
99.6%
100.0%
95%
0.4%
0.0%
99.6%
100.0%
99%
0.4%
7.5%
92.1%
100.0%
2005年と2010年
閾値
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図3　国勢調査小地域マップと年度間の不一致部分の検出（閾値95%）
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図4　同一視できる小地域における人口総数の変化（n=88）
図5　同一視できる小地域における世帯総数の変化（n=88）
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6．5．按分された属性データの検証
ところで，閾値95%で同一視できなかった小地域の数は，2000年ベース
では6（=94-88），2005年ベースでは14（=102-88）ある。時点の前後で小
地域が単純に分割あるいは併合されただけであれば，より大きな領域に合
わせて集約することで比較可能な属性データを得ることはできるが，現実
には，境界の変更が隣接する（同一視された）領域にも波及しているケー
スが予想されるので単純ではない。また，5節で示したように，異なる領
域区分を持つデータとの重ね合わせの際には，領域と領域との対応は多対
多が一般的となり，面積比による属性データの按分は避けられない。
そこで，面積比による按分が，属性データに与える影響を検証するため
に，次のような実験を行ってみる。
2005年と2010年の境界データからUnion機能によって得られた部分領
域に，4節で述べた重みを用いて，それぞれのデータを配分する。次に，
2010年の境界データに合わせて2005
4 4 4 4
年の属性データを集約する。この結
果，2005年の属性データは，2種類得られることになる。異なるのは境界
データであるが「両時点の領域は同一視できる」と判定しているので，両
者のデータは一致しなければならない。にもかかわらず，実際には，表6
の結果から容易に予想できるように，本来8%以上の面積のずれを持って
いるので，面積按分で集約された属性データにもずれが発生すると予想さ
れる。同様のことは，2005年の境界データに合わせて2010年の属性デー
タを集約した場合にも言える。
属性データを人口と世帯数とした場合の結果を表7および図6に示す。
小地域ごとに比較すると，2005年の境界に合わせて按分したデータは，図
6の破線部で示した個所で本来のデータと乖離している。境界の変更によっ
て，本来算入されるべき小地域が入れ替わった結果と思われる（したがっ
て，表7に示すように全体では相殺し合う結果となっている）が，これは，
むしろ予想されたことである。
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表7　面積按分で求めた属性データと本来のデータの比較（区全体）
図6　面積按分で求めた属性データと本来のデータの比較（小地域別）
金沢区全体
A:実データ（合計）
B:按分データ（合計）
誤差（B-A）
相対誤差（（B-A）/A）
2005年
人口
（人）
人口
（人）
210,658
210,709
51
0.02%
209,274
209,319
45
0.02%
世帯数
（世帯）
世帯数
（世帯）
83,852
83,901
49
0.06%
86,773
86,820
47
0.05%
2010年
人口（2005年）
人口（2010年）
世帯数（2005年）
世帯数（2010年）
横浜市立大学論叢社会科学系列　2013：Vol.64 No.2
43
7．まとめ
本稿では，地域データと地理情報の現状について概観し，時間・空間の
双方にずれを伴う地域データの補間・補正の方法について検討し，具体的
な適用を横浜市金沢区の国勢調査小地域データに対して行った。その結果，
対象地域全体の統計量のみでは見落としがちな地域像が明確に分析でき，
詳細レベルの地域データの有効性を示すことができた。また，本稿で示し
た時間・空間双方にわたるデータの補間・補正は，詳細地域データのパネ
ル化には不可欠な手法である。
言うまでもないことであるが，データの信頼性や精緻さは地域分析にお
いても重要である。一方で，特殊なソフトウェアや特殊なデータ加工の技
法を用いることでデータの導出過程がブラックボックス化されてしまうこ
とは，分析結果を吟味する上では極力避けたいところである。本稿で示し
たデータの補間・補正方法は，それぞれの手法は決して特殊なものではな
い。出所の明確なデータを汎用的なソフトウェアで明確な手順によって導
出できることこそが，詳細地域データの活用には欠かせない技法であるこ
とを最後に強調しておきたい。
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